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市川市高齢者福祉計画・介護保険事業計画の 
平成２６年度の実績及び評価等について 

 

1 平成２６年度目標達成度   ・・・・・  １～ ７ページ 
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3 重点事業ごとの実績及び評価等・・・・・ ２１～４３ページ 
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平成２７年１１月９日 

福祉政策課・地域支えあい課・介護福祉課 

 



1 
 

高齢者福祉計画・介護保険事業計画 平成２６年度目標達成度 
 
◎Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄの各評価をそれぞれ 4 点、3 点、2 点、1 点とし、合計点数を 4 点×総事業数の満点で除し、その数値に 100
を掛け、小数点第 1 位を四捨五入した数値を目標達成度とする。 

基本目標１ 生きがいづくりの充実と社会参加の推進 

・基本目標１の目標達成度は９０であった。 

・No.1 生きがい事業等を通じて、目標量をおおむね達成し、生涯学習環境の充実を図った。 

・No.4 高齢者クラブへの支援、No.5 老人いこいの家・老人福祉センターの活用等を通じて、

多くの事業で目標量を十分達成し、地域活動の振興を図った。 

・No.14 雇用促進奨励金等を通じて、目標量を十分達成し、高齢者の就労を支援することがで

きた。 

≪評価別事業数≫ 事業数：１３事業 

 Ａ：８事業  Ｂ：５事業  Ｃ：０事業  Ｄ：０事業 

 

 



2 
 

基本目標２ 健康づくりと介護予防の推進 

・基本目標２の目標達成度は９２であった。 

・No.18 高齢者健康入浴券交付事業、No.19 はり・きゅう・マッサージ助成事業等がＡ評価と

なり、多くの事業で目標量を十分達成し、健康づくりの普及と推進を図った。 

・ No.28 いきいき健康教室、No.30 二次予防事業対象者把握事業、No.31 通所型介護予防事業、

No.32 訪問型介護予防事業等を通じて、多くの事業で目標量を十分達成し、介護予防の推進

を図った。 

・No.35 在宅医療支援事業等を通じて、目標量をおおむね達成し、地域医療体制を整備を図っ

た。 

≪評価別事業数≫ 事業数：２３事業 

 Ａ：１６事業  Ｂ：７事業  Ｃ：０事業  Ｄ：０事業 

 

 



3 
 

基本目標３ 介護保険サービスと生活支援サービスの推進 

・基本目標３の目標達成度は９０であった。 

・No.37 介護予防サービス、No.39 居宅サービス、No.40 地域密着型サービス等の充実を通じ

て、多くの事業で目標量を十分達成し、予防給付サービス及び介護給付サービスの充実を図

った。 

・ No.44 シルバーカー（歩行支援車）購入費助成、紙おむつの配布等を通じて、目標量をおお

むね達成し、生活支援サービスの充実を図った。なお、福祉カーの貸出については、平成 26

年度末で廃止となった。 

・ No.62 介護給付適正化事業の推進に係るケアプラン点検については、事前準備、実施、事後

処理に時間を要するため多くの件数を実施することが困難であり、目標値には至らなかった

ことから、Ｃ評価となった。 

≪評価別事業数≫ 事業数：３２事業 

 Ａ：２１事業  Ｂ：９事業  Ｃ：２事業  Ｄ：０事業 



4 
 

基本目標４ 認知症対策の推進 
・基本目標４の目標達成度は９１であった。 

・No.69 医療との連携、No.70 認知症を理解するための啓発活動、No.72 認知症の権利擁護等

を通じて、多くの事業で目標量を十分達成し、認知症対策の推進を図った。 

・No.71 認知症を支えるための支援のうち、介護家族の支援については交流会の開催回数及び

参加者数の増加により、家族の方に相談する場を提供することができたため、Ａ評価となっ

た。 

≪評価別事業数≫ 事業数：８事業 

 Ａ：５事業  Ｂ：３事業  Ｃ：０事業  Ｄ：０事業 

 

 

 

 



5 
 

基本目標５ 互いに見守り支え合う地域づくりの推進 
・基本目標５の目標達成度は７９であった。 

・No.78 地域包括支援センター、No.79 在宅介護支援センターの機能強化については、地域包

括ケアシステムの実現に向け、多職種、関係機関との連携強化に努めた。 

・No.81 地域ケアシステムの推進等を通じて、目標量をおおむね達成し、福祉コミュニティづ

くりを図るほか、No.84 相談体制の充実等を通じて、目標量をおおむね達成し、地域資源の

活用を図った。 

・No.87 災害時要援護者名簿登録制度等を通じて、目標量をおおむね達成し、災害時要援護者

の支援について推進を図った。 

≪評価別事業数≫ 事業数：１３事業 

 Ａ：２事業  Ｂ：１１事業  Ｃ：０事業  Ｄ：０事業 

 

 



6 
 

基本目標６ 生活環境の整備 

・基本目標６の目標達成度は７８であった。 

・No.93 住宅改修費の助成については、当初見込んだ件数に対し、十分な利用があったことか

らＡ評価となった。 

・No.96 家具転等防止器具等の取付費補助について、申請件数が４件となり、目標値の 120 件

を大きく下回り、Ｄ評価となった。 

≪評価別事業数≫ 事業数：１６事業 

 Ａ：４事業  Ｂ：１１事業  Ｃ：０事業  Ｄ：１事業   

 
 
 
 
 



7 
 

計画全体 

・計画全体の目標達成度は８７であった。 

・平成２６年度において、計画の目標を概ね達成することができた。 

≪評価別事業数≫ 事業数：１０５事業 

 Ａ：５６事業  Ｂ：４６事業  Ｃ：２事業  Ｄ：１事業   
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基本目標１ 生きがいづくりの充実と社会参加の推進 

基本目標２ 健康づくりと介護予防の推進 

基本目標３ 介護保険サービスと生活支援サービスの推進 

基本目標４ 認知症対策の推進 

基本目標５ 互いに見守り支え合う地域づくりの推進 

基本目標６ 生活環境の整備 



評　価 達成率

　Ａ　十分達成できた 75％以上

　Ｂ　概ね達成できた 50％以上75％未満

　Ｃ　やや不十分だった 25％以上50％未満

　Ｄ　不十分だった 25％未満

　×　その他（廃止等）

一覧の中で網掛けの箇所は、計画の中で数値目標を掲げている事業です。

№
計画書
ページ 事　業　概　要 所管課 指　標 24年度目標 25年度目標 26年度目標 24年度評価 25年度実績 25年度評価 26年度実績 26年度評価

1 39

　「いつまでも明るく、若々しく、そして青年のように」を目指し、60歳以上の
方々が日々研さんした技能を発表する明青展（絵画、書、工芸、手芸、写真）
をはじめとして、「長寿ふれあいフェスティバルinいちかわ」「囲碁、将棋大会」
「グラウンドゴルフ大会」「ゲートボール大会」などを、高齢者の生きがい事業と
して推進します。

地域支えあい課

明青展出展者数
長寿ふれあいﾌｪ
ｽﾃｨﾊﾞﾙ参加人数
ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞｺﾞﾙﾌ大会

参加者数

２００人
２，０００人

２００人

２１０人
２，０００人

２００人

２２０人
２，０００人

２００人
Ａ

２４２人
１，４００人

１１７人
Ｂ

２４９人
１，４００人

１４４人
B

2 39

　いきいきセンター（老人いこいの家等）において、市内在住の60歳以上で初
心者の方を対象に「シニアカレッジ教養講座」を開催しています。ここでは、太
極拳、ペン習字、社交ダンスなど多彩な講座で生きがいづくりを支援します。 地域支えあい課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

3 40

　高齢者の生涯学習環境については、公民館など生涯学習施設の利用促進
を進めるとともに、出前講座、各種講座や教室の開催など、多くの学習機会の
提供に努めます。

社会教育課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 A

4 41

　高齢者クラブは、地域を基盤とした高齢者の自主的なクラブで、会員相互の
親睦と健康づくりにつとめながら、社会奉仕、教養活動、レクリエーションなど、
地域を豊かにする様々な活動に積極的に取り組んでいます。近年、会員の高
齢化等により、クラブ数、会員数が減少しています。今後も、魅力ある組織とし
て、より活性化するために、高齢者クラブが行う活動を支援していきます。

地域支えあい課

高齢者クラブ
数
高齢者クラブ
会員数

１５３団体
６，８６０人

１５４団体
６，８８０人

１５５団体
６，９００人

Ａ
１４１団体
６，２０５人

Ａ
１４０団体
５，９９７人

A

5 42

　高齢者の自主的な社会参加、学習活動を行う場である老人いこいの家や公
共施設などを活用し、余暇時間の充足や交流機会の充実を図るとともに、仲
間づくりや健康づくりを推進します。 地域支えあい課 利用者数 １５１，７００人 １５３，８００人 １５６，０００人 Ｂ １４０，４６７人 B １３６，７９２人 B

6 42

　市内を中学校区16ブロックに分け、ボランティアがブロックごとに実行委員会
を組織し、地域の子供たちのために「遊び」をキーワードとした、様々な活動を
展開します。 青少年育成課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

7 42

　研修会、体験イベント、講演会などを開催することにより、ボランティア活動に
対する支援を行います。 ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・NPO課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ

8 42

　この制度は、地域づくりの主体であるボランティア団体やＮＰＯなどの活動に
対し、個人市民税納税者等が支援したい団体を選び、個人市民税額の１％相
当額等（団体の事業費の２分の１が上限）を支援できるものです。
　納税に対する意欲を高めるとともに、市民活動団体の活動を支援、促進して
いくことを目的としています。

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・NPO課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ

9 42

　市民に地域への関心を持ってもらい、市民活動への理解と参加を広げなが
ら、市民活動への支援を図るため、地域ポイント制度を実施しています。
　市の指定するボランティア活動やエコ活動などに参加するとエコボカードにポ
イントがもらえ、ポイントがたまると市の施設に入場ができるほか、1％支援制
度の支援対象団体にポイントを寄付することができます。

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ・NPO課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ

10 43

　様々な専門知識や技能、豊富な経験等を持っている方に「サポーターバン
ク」に登録していただき、学校や幼稚園、地域団体に関わってもらうよう支援し
ています。

教育センター － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 A
学びを支える人間ネット
ワーク

継続的に実施

高齢者クラブへの支援
【重点事業】

老人いこいの家・老人福
祉センターの活用【重点
事業】

コミュニティクラブ事業

ボランティア活動等支援
事業

１％支援制度
（市民活動団体支援制度
運営事業）

エコボカード
（地域ポイント制度運営
事業）

高齢者福祉計画・介護保険事業計画　事業別実績及び評価一覧

基本目標・施策の方向・事業名

基本目標１　生きがいづくりの充実と社会参加の促進

生
涯
学
習
環
境
の
充
実

第
１
節

生きがい事業【重点事
業】

シニアカレッジ教養講座

公民館主催講座活動事業

24年度実績

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

１４７，７６８人

１４８団体
６，５１７人

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

２７５人
１，５００人

１２６人

地
域
活
動
の
振
興

第
２
節

8



№
計画書
ページ 事　業　概　要 所管課 指　標 24年度目標 25年度目標 26年度目標 24年度評価 25年度実績 25年度評価 26年度実績 26年度評価基本目標・施策の方向・事業名 24年度実績

11 43

　６０歳の市民を対象に、生涯学習や地域活動などの情報を提供し、今後の生
きがいを再発見するとともに、豊富な知識や経験をまちづくりに活用していくこ
とを目的として、第２の門出を祝う「還暦式」を開催します。

社会教育課 － 継続的に実施 Ｄ 廃止 × 廃止 ×

12 44

　健康で働く意欲のある高齢者に知識、経験、技能を活かした働く場を提供し
ている「シルバー人材センター」の支援をしています。

地域支えあい課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

13 44

　高齢者の雇用に対する理解を求めるため、事業所等に高齢者等雇用促進に
関するリーフレット等を送付しています。 商工振興課

（雇用労政担当
室）

－ 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

14 44

　市内に働く高年齢者（６０歳以上７０歳未満）、障害者等を常用労働者として
雇用する事業者に対して奨励金を交付し、雇用機会の拡大を図っています。

商工振興課
（雇用労政担当
室）

－ 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A雇用促進奨励金

還暦式祝賀事業 継続的に実施

シルバー人材センター事
業

高齢者等雇用促進事業

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

就
労
支
援

第
３
節

9



№
計画書
ページ 事　業　概　要 所管課 指　標 24年度目標 25年度目標 26年度目標 24年度評価 25年度実績 25年度評価 26年度実績 26年度評価基本目標・施策の方向・事業名 24年度実績

15 46

　市民の健康水準の向上を図るため、市民が主体となり健康上への課題の解
決に向け自主的に行動できるよう、健康づくりに取り組むグループへ。保健
師、管理栄養士や住民と行政のパイプ役である保険推進員、食生活改善推進
員が協力して、活動内容や運営について話し合い、健康づくり活動を支援して
いきます。

健康支援課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

16 46

　健康都市推進は、地域ぐるみで取り組むことが何よりも大切であり、地域の
中で健康に関心を持ち、自ら健康づくりを実践する人が増えてくることを期待
し、健康都市推進講座を開催していきます。修了者は市川市健康都市推進員
となり、地域のリーダーとして、健康づくりの担い手となれるように育成していき
ます。また、推進員を組織化し、横のつながりを強化するとともに、研修会など
を通じて知識の向上を図っていきます。

保健医療課
（健康都市推進
担当室）

－ 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 A

17 46

　健康都市推進の一環として、市民の誰もが身近なところで参加でき、日ごろ
の運動不足の解消やストレス解消、体力向上が図れるように、「市民元旦マラ
ソン」「下総・江戸川ツーデーマーチ」「みんなでスポーツ」などのスポーツイベ
ントや関係団体との協働により「市民スポーツ教室」「健康スポーツ教室」を開
催します。

スポーツ課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

18 46

　自宅に入浴設備のないひとり暮らし高齢者、高齢者世帯及び生活保護を受
けている方で申請時に市民税非課税世帯の方に、公衆浴場の入浴券を交付
します 介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 A

19 47

　６５歳以上の方や身体障害者手帳等を所持している１８歳以上の方で、申請
時に市民税個人非課税者を対象に、はり・きゅう・マッサージ施術利用時の助
成券を交付します。 介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 A

20 47

　血圧、糖尿病、脂質異常症等病態別に個人の食生活や生活習慣などを考慮
した相談や指導を行います。
　総合相談では、心身の健康に関する個別の相談に応じ、必要な指導、助言
を行います。
　引き続き相談窓口のＰＲを図り、利用しやすい環境を整えていきます。 健康支援課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

21 47

　生活習慣病や介護を要する状態となることの予防、その他健康に関すること
について、正しい知識の普及を図ることにより、参加者が「自らの健康は自ら
が守る」という共通の目的に向け、各個人が主体的に取り組み、認識と自覚を
高め、壮年期からの健康の保持増進を図ることを目的とし、進めていきます。 健康支援課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

22 47

　心身の状況・生活環境等から療養上の保健指導が必要な方に対し、保健師
等が訪問し、本人及び家族等に必要な指導を行い、心身機能の低下防止と健
康保持、増進を図ります。 健康支援課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

23 47

　生活習慣病の予防を目的に、疾病の早期発見、栄養・運動等の生活指導、
適切な治療を行うために、４０歳以上の方に対して健康診査を実施していま
す。
　高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、①４０歳～７４歳（市川市国民
保険加入者の特定健診）、②７５歳以上（千葉県後期高齢者医療広域連合が
実施。市が受託）に実施、また、健康増進法に基づいて③生活保護受給者に
対し、実施しています。

疾病予防課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

訪問指導事業

健康診査事業

高齢者健康入浴券交付
事業

はり・きゅう・マッサージ助
成事業

健康相談

健康教育事業

基本目標２　健康づくりと介護予防の推進

推進員活動事業

健康都市推進事業

市民スポーツ振興事業

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施
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24 48

　生活習慣病対策の一環として、がんの予防に対する市民の関心を高め、早
期発見・早期治療の徹底を図るため、各種検診を実施していますので、今後も
進めていきます。
　【検診の種類】
　●肺がん検診、胃がん検診、大腸がん検診（４０歳以上の市民）
　●子宮がん検診（２０歳代偶数年及び３０歳以上の女性市民）
　●乳がん検診（３０歳以上の女性市民）
　●前立腺がん検診（５０歳以上の男性市民）

疾病予防課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

25 48

　歯科検診を実施して、むし歯や歯周病の早期発見、早期治療につなげ、口
腔の健康を推進していきます。

健康支援課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ

26 48

　骨粗しょう症対策の一環として、骨密度測定と予防法を指導することにより、
高齢者の骨折をきっかけとしておきやすい、寝たきりを予防するとともに、市民
の健康の保持及び増進を図ります。 健康支援課 － 継続的に実施 継続的に実施

継続的に実施
（８月からは骨
健康度測定器

にて実施）

Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

27 48

　本市に住民登録をしている満６５歳以上の方に対し、公費（一部自己負担）で
高齢者インフルエンザ予防接種を実施していますので、今後も進めていきま
す。 疾病予防課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

28 49

　６５歳以上の市民を対象に、転倒防止のための体操、筋力トレーニング、レク
リエーション、入浴サービス、健康相談等を行うことにより、心身機能の維持、
増進を図り、自立期間を延ばし、要介護高齢者にならないようにすることを目
的として実施しています。参加希望者が年々増加していることから、実施会場
の拡大（自治会館や老人いこいの家など）やプログラムの充実に努めていきま
す。

地域支えあい課
実施教室数
参加延人数

１００教室
８５，０００人

１０２教室
８７，０００人

１０５教室
９０，０００人

Ａ
１０２教室

７４，８３０人
Ａ

105 教室
80,706人

A

29 49

　介護予防一次予防事業は、事業の参加状況や実施プロセス、人材・組織の
活動状況を毎年評価し、より効果的な施策展開につなげていきます。

地域支えあい課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ａ

30 50

　介護保険第１号被保険者（要支援・要介護の認定を受けている者は除く）全
員に、基本チェックリストを送付、回収することで、二次予防事業対象者（虚弱
高齢者）の把握を行う。なお、同封する案内文により、介護予防の重要性や相
談窓口である地域包括支援センターの周知に努めます。
　また、基本チェックリスト未回収者の中には、閉じこもり、うつ、認知症等によ
り日常の生活動作が困難な方が含まれている可能性があることから、できる
限り状況を把握し、支援が必要な方の早期発見、早期対応に努めます。
　さらに関係機関と連携をとり、必要な方に基本チェックリストを基に実施し、介
護予防事業につなげていきます。

地域支えあい課
二次予防事業

対象者数
１１，９９４人 １２，６６３人 １３，２９２人 Ａ １１，５５３人 Ａ １１，１０７人 A

【運動器機能
向上プログラ

ム】
開催回数
参加者数

１９２回
２，４９６人

１９２回
２，６８８人

１９２回
２，８８０人

Ｂ
１９１回

２，２２３人 Ａ
１４４回

１，５７９人
B

【総合予防プ
ログラム】
開催回数
参加者数

１４４回
１，７２８人

１９２回
１，９２０人

１９２回
２，３０４人

Ｂ
１４２回

１，０５７人
Ｂ

１０８回
１，０１７人

B

二次予防事業対象者把
握事業【重点事業】

１１，１９１人

31 50
通所型介護予防事業

【重点事業】

　二次予防事業対象者把握事業により把握された二次予防事業対象者（虚弱
高齢者）に、「運動器の機能向上プログラム」、「総合予防プログラム」の通所
型介護予防を実施します。
　「運動器の機能向上プログラム」は、運動器の機能が低下している又はその
おそれのある対象者に対し、一人ひとりの心身の状況に応じた個別計画を作
成し、計画に基づいた有酸素運動、ストレッチ等を実施します。転倒による骨
折の防止及び加齢に伴う運動器の機能低下の予防、向上を図ります。
　「総合予防プログラム」は、安全に通える場を確保することで、社会との交流
を図り、軽い体操、認知症予防のレクリエーション、口腔、栄養指導等を通じ
て、閉じこもりや生活機能全体の低下を予防します。

地域支えあい課

継続的に実施

インフルエンザ予防接種 継続的に実施

いきいき健康教室
【重点事業】

１００教室
７１，４２４人

一次予防事業評価事業

各種がん検診

成人歯科健康診査事業

骨密度測定

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

１９０回
１，８５２人

１４４回
９２４人

健
康
づ
く
り
の
普
及
と
推
進

第
１
節

地
域
支
援
事
業
に
よ
る
介
護
予
防
の
推
進

第
２
節

11



№
計画書
ページ 事　業　概　要 所管課 指　標 24年度目標 25年度目標 26年度目標 24年度評価 25年度実績 25年度評価 26年度実績 26年度評価基本目標・施策の方向・事業名 24年度実績

32 51

　二次予防事業対象者把握事業により把握された二次予防事業対象者（虚弱
高齢者）に、栄養士、歯科衛生士、看護師等の専門職が家庭を訪問し、生活
機能の低下に関する課題を把握、評価し、栄養指導、口腔指導、健康相談な
ど、適切な相談、指導の実施に努めます。また、配食サービスを通じて栄養改
善に努め、その他の地域支援事業や地域資源への誘導を図りながら、生活機
能の低下を予防します。

地域支えあい課 訪問件数 １６５回 １８０回 １９７回 Ａ １９７回 Ａ １６２回 A

33 51

　地域包括支援センターにおいて、二次予防事業対象者（虚弱高齢者）一人ひ
とりに、それぞれの心身の状況に応じた個別の介護予防プランを作成し、事業
の実施後に効果測定を行い、状態の改善につながるよう努めます。 地域支えあい課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

34 52

　生活習慣病や老人性疾患などを適切に予防するには、日頃からかかりつけ
医に相談し、生活習慣の改善などにつなげることが重要です。
　市民が自身の健康についてかかりつけ医に気軽に相談でき、疾病の初期段
階で適切な処置が行われるよう、かかりつけ医の重要性について啓発してい
きます。 保健医療課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ

35 52

　高齢や疾病のため在宅医療を必要とする市民が、安心して在宅での療養生
活ができるよう、市川市医師会に委託した地域医療支援センターにおいて、在
宅医療相談や在宅医療機器の貸し出し、往診医の紹介等を行います。 健康支援課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

36 52

　在宅療養者等介護を必要とする市民に、歯や口腔に関する相談を市川市歯
科医師会に委託し、快適な生活を送れるようにします。 健康支援課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ

かかりつけ医の重要性の
啓発

二次予防事業評価事業

要
介
護
高
齢
者
に
対
す
る

地
域
医
療
体
制
の
整
備

第
３
節

在宅医療支援事業

訪問型介護予防事業
【重点事業】

在宅療養者等口腔保健
推進事業

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

２４８回

継続的に実施
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基本目標３　介護保険サービスと生活支援サービスの推進

37 54

　要支援１・２と認定された高齢者に対し、要介護状態となることの予防として、
予防給付の適切な提供体制の確立と利用を促します。また、高齢者の自己実
現や自立に向けて、自身の持てる力を維持向上できるような支援を継続し、効
果的な介護予防の推進に努めます。そのため、質の高い介護予防ケアプラン
作成や効果的な予防給付対象サービスの提供について、研修及び情報の共
有等、ケアマネジャーの質の向上に努めます。

介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

38 54

　要支援１・２と認定された高齢者に対し、市町村が指定・監督を行うことがで
きる地域密着型サービス事業者により提供される介護予防サービスにおい
て、適切で良質なサービスの提供体制を確立するため、事業所への監督を強
化していきます。

福祉政策課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

39 55

　高齢者が要介護状態になっても、住み慣れた地域において安心し、かつ、自
分の意思で自分らしい日常生活を可能な限り営むことができるように、必要な
時に必要なサービスを選択し、積極的に活用できるような居宅介護サービスの
提供体制の確保に努めます。 介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

40 55

　地域密着型サービスについて、地域における継続的な支援体制の整備とい
うことから、より一層の事業所整備を促進していきます。
　また、今後も更に増加が予測されている、要介護状態の認知症高齢者やひ
とり暮らし高齢者に対応するため、新たに創設される「定期巡回・随時対応型
訪問介護看護」のサービスの提供を行うなど、利用の促進を推進していきま
す。

福祉政策課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｃ 継続的に実施 Ｃ 継続的に実施 B

41 55

　要介護状態となり、在宅において継続して日常生活を営むことが難しくなった
時に、利用者が適切な施設を選択し、利用できるような施設サービスの提供体
制の確保に努めます。
　さらに、施設でも居宅での生活に近いものとなるようにし、高齢者の意思及び
自己決定を最大限尊重するような支援体制を構築していきます。

介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

42 59

　６５歳以上のひとり暮らしの方、または高齢者世帯の方で、栄養改善が必要
な方及び食事の支度が困難な方に対して、訪問調査を行い、必要に応じて配
食サービスの提供を行い、「食」の自立を支援します。
　また、弁当を手渡しで届けることにより、高齢者の安否確認の役割を担って
いきます。

介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

43 59

　６５歳以上の支援を必要とする方、及び身体障害者手帳（１、２級）をお持ち
の方のみで構成させる世帯の方が、急に身体の具合が悪くなるなど緊急を要
する時に、非常ボタンを押すだけで、「あんしん電話受信センター」に連絡でき
る緊急通報装置（あんしん電話）を設置する費用を助成します。 介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

44 59

　６５歳以上の市民税非課税の方で、歩行に不安のある際に、歩行支援車を
購入する費用の一部を助成します。

介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

45 59

　６５歳以上の市民税非課税の方で、歩行が困難な高齢者に対し、交通安全
のためのつえを給付します。

介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

46 59

　市民税が非課税で要介護３以上の認定を受け、在宅で紙おむつを使用して
いる方に紙おむつを支給します。

介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

シルバーカー（歩行支援
車）購入費助成

交通安全つえの給付

予
防
給
付
サ
ー

ビ
ス
の
充
実

第
１
節

介護予防サービスの充実

地域密着型介護予防
サービスの充実

介
護
給
付
サ
ー

ビ
ス
の
充
実

第
２
節

あんしん電話の設置・利
用

紙おむつの配布

施設サービスの充実

居宅サービスの充実

地域密着型サービスの充
実

生
活
支
援
サ
ー

ビ
ス
の
充
実

第
３
節

配食サービス

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

13
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47 60

　市民税非課税世帯で、要介護４以上の方を、在宅で介護保険サービスを利
用せずに介護をしている等、一定の条件を満たす家族に対し、慰労金を支給
します。 介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

48 60

　要介護４以上の方で、在宅の寝たきり高齢者等に対し、訪問により理髪サー
ビスを行います。

介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

49 60

　重度障害者の認定を受けた方で、タクシーの利用をされた方に助成を行いま
す。

障害者支援課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

50 60

　車いす、ストレッチャーを装備しているリフト付きワゴン車の貸付を行います。

介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 26年3月末で廃止 ×

51 60

　身体機能の低下や高齢などのため、独立した生活するに不安のある高齢者
や、日常生活に支障があり､かつ経済的な理由により居宅での生活が困難な
高齢者のため、養護老人ホームの入所枠確保に努めていきます。 介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 A

52 61

　ひとり暮らし高齢者に人とふれあう場を提供することで、孤独感を解消し、生
きがいのある生活をしていただくため、社会参加への支援として推進していき
ます。 地域支えあい課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

53 61

　ひとり暮らし高齢者や認知症高齢者の増加などにより、住み慣れた家庭で安
心して生活が送れるよう、家庭内の安全、安心対策や高齢者を地域で見守る
重要性が高まっています。
　見守り支援の一環としては、各種警報器の設置や緊急通報装置（あんしん
電話）の設置、地域ケアシステムでの「安心支え合いネット」（緊急時の対応に
備える板状のマグネットで冷蔵庫に貼って使用する）の配布を通じて、自治会、
町内会、高齢者クラブをはじめとする各種団体や民生委員、介護職員、ボラン
ティア、また、消防や警察などとも連携し、プライバシーに配慮しながら、地域
が協力して見守りができるよう努めます。

介護福祉課
地域支えあい課

－ 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

54 62

　広域型介護保険施設については、入所待機者の状況を考慮し、計画的に配
置していきます。

福祉政策課 施設数 －

介護老人福祉
施設
１ヵ所

定員１００人

介護老人福祉
施設
１ヵ所

定員１００人
特定施設入居
者生活介護

１ヵ所
定員５０人

×
介護老人福祉施設

１ヵ所
定員１００人

Ａ

介護老人福祉施設
1ヵ所

定員１００人

特定施設入居者生
活介護
1ヵ所

定員５０人

A

54 62

　地域密着型サービスについては、日常生活圏域や地域事情を考慮し、各
サービスを計画的に整備していきます。

福祉政策課 施設数

小規模多機能
型居宅介護

１ヵ所
※定員２５人

認知症対応型
共同生活介護

２ユニット
定員１８人

定期巡回・臨
時対応型訪問

介護看護
２ヵ所

小規模多機能型居
宅介護
１ヵ所

※定員２５人
認知症対応型共同

生活介護
２ユニット
定員１８人

認知症対応型通所
介護
１ヵ所

定期巡回・臨時対
応型訪問介護看護

１ヵ所

地域密着型介護老人福祉
施設
１ヵ所

定員２９人
小規模多機能型居宅介護

１ヵ所
※定員２５人

認知症対応型共同生活介
護

２ユニット
定員１８人

地域密着型特定施設入居
者生活介護

１ヵ所
定員２９人

定期巡回・臨時対応型訪
問介護看護

１ヵ所
複合型サービス

１ヵ所

Ａ

認知症対応型共同
生活介護
２ユニット
定員１８人

定期巡回・臨時対
応型訪問介護看護

１ヵ所

Ｂ

小規模多機能型居
宅介護
１ヵ所

認知症対応型共同
生活介護
２ユニット
定員１８人

C

施設整備によるサービス
供給量の確保

養護老人ホームの充実

高
齢
者
世
帯

（
ひ
と
り
暮
ら
し

高
齢
者
等

）
対
策
の
推
進

第
４
節

友愛施設めぐり

地域での見守り 継続的に実施

継続的に実施

訪問理髪サービス

福祉カーの貸出（ゆうあ
い市川号）

家族介護慰労金

福祉タクシー

生
活
支
援
サ
ー

ビ
ス
の
充
実

第
３
節

－

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

小規模多機能型居
宅介護
１ヵ所

※定員２５人
認知症対応型共同

生活介護
２ユニット
定員１８人

定期巡回・臨時対
応型訪問介護看護

１ヵ所

基
盤
整
備
の
計
画
的
推
進

第
５
節
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55 63

　在宅介護支援センターはもとより、関係機関と連携を取りながら、高齢者の
総合相談を実施します。高齢者虐待への対応、認知帳高齢者等の成年後見
制度の利用支援など、専門的な支援が必要なケースを中心に相談支援体制
の充実に努めます。 介護福祉課 相談件数 ３３，１００件 ３３，２００件 ３３，３００件 Ｂ ２２，６１１件 Ｂ 20,575件 B

56 63

　地域包括支援センターとの連携を強化するとともに、地域の身近な相談機関
として、民生委員や自治会等の地域の方々と連携し、地域に根ざした相談支
援体制の充実に努めます。

介護福祉課 相談件数 ３５，０００件 ３６，０００件 ３７，０００件 Ａ ４３，９７０件 Ａ 51,880件 A

57 63

　在宅で日常生活を送る上で、十分な判断ができない方や、体の自由が利か
ない方が地域で安心して生活できるよう、福祉サービスの利用手続きの援助
や日常的な金銭管理を支援します。

社会福祉協議会
（地域支えあい
課）

－ 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

58 63

　判断能力が不十分な高齢者等に対し、制度が十分に活用されるようにＰＲや
啓発活動を行うとともに、経済的理由により支援が必要な方へは経費の助成
を行います。
　また、成年後見センターのあり方については、障害者福祉部門と連携を図
り、検討してまいります。

介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 A

59 64

　高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（高齢者
虐待防止法：平成１８年度４月施行）では、養護者による高齢者虐待や要介護
施設従事者等による高齢者虐待により、高齢者の生命、身体に重大な危険が
生じていることを発見した者は、市や地域包括支援センターへ通報しなければ
ならないこととされています。
　虐待を未然に防止するための啓発や、虐待の通報や相談窓口を住民に周
知するとともに、通報を受けた際は事実確認を行い、一時保護などの措置を
行います。

介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

60 64

　介護をされているご家族等は、日々、介護の疲れ、ストレスなどの負担を感じ
ています。
　地域包括支援センターや在宅介護支援センターでは、介護者の健康や介護
に関する個別相談に応じ、必要な指導、助言等を行います。地域の高齢者
が、住み慣れた地域で安心して、その人らしい生活を継続していけるよう相談
支援業務の充実を図ります。
　また、市民意向調査の結果から、介護者の主な相談相手は、「家族、親族」
と「ケアマネジャー」であることから、担当のケアマネジャーが適切な支援がで
きるよう、地域ケア会議、研修等を実施し、ケアマネジャーの質の向上を図りま
す。

介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

61 64

　地域包括支援センターや在宅介護支援センターでは、高齢者等を対象に適
切な介護の知識や技術等の普及、介護サービス等の内容、利用方法を啓発
するため、家族介護教室等に家族の交流を含めた内容の教室を開催します。 介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

62 65

　介護給付適正化事業は、利用者に対する適切な介護サービスを確保すると
ともに、介護給付費や介護保険料の増大を抑制することを通じて、持続可能な
介護保険制度の構築に資するため、千葉県が策定した「介護給付適正化計
画」に基づき、平成２０年度から県と保険者が一体となり、その推進に取り組ん
でいます。
　介護給付適正化事業は不断の取組が重要であり、引き続き着実に実施して
いくことが必須であることから、平成２３年３月３１日付で国が示した「第２期介
護給付適正化計画」に関する指針により、より一層の推進を進めます。

介護福祉課
ケアプラン点

検数
８８件 ８８件 ８８件 Ｃ １８件 Ｃ 18件 C

63 65

　「第２期介護給付適正化計画」に基づき、介護サービス事業所における「人
員、設備及び運営基準」の遵守状況について点検することにより、不正事案を
防止し、介護事業の適切な運営の確保を図るため、指導監督体制の充実を図
るとともに、介護サービスに関する苦情、通報情報の適切な把握及び分析を
行い、非効率的な事業者に対する指導監督を実施します。

福祉政策課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

介護給付適正化事業の
推進

１８件

指導監督に関する取り組
み

高齢者虐待相談窓口 継続的に実施

介護者家族等の支援 継続的に実施

家族介護教室 継続的に実施

地域包括支援センターの
総合相談機能の充実
【重点事業】

在宅介護支援センターの
相談機能の充実
【重点事業】

相
談
窓
口
の
充
実

第
６
節

継続的に実施

３２，７０２件

２５，９２３件

日常生活自立支援事業

成年後見制度利用支援
事業

継続的に実施

継続的に実施

介
護
サ
ー

ビ
ス
の
質
の
向
上

第
７
節
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64 66

　学識経験者・関係団体の推薦を受けた者、被保険者・サービス事業者等の
推薦を受けた者１０人で構成され、地域包括支援センター・地域密着型サービ
スの適正な運営の確保に関する事項及び保険給付の適正化に関する事項に
ついて、審議します。 福祉政策課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

65 66

　国の「介護サービス適正実施指導事業」により介護相談員派遣事業を平成２
０年度より実施しています。特別養護老人ホーム等の介護保険施設に月２回
程度介護相談員を派遣し、利用者及び家族からの相談を受けることにより、介
護サービスの質的な向上を図ります。また、サービスの利用者と事業者、市と
の間を調整する介護相談員の養成・確保に努めます。 介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

66 66

　利用者が自ら必要なサービスを安心して選択できるよう、第三者の目から見
た評価結果を利用者や事業者に情報提供することに努めていきます。

福祉政策課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

67 66

　サービス事業者の情報をまとめた「介護サービス事業者ガイドブック」を利用
者の視点に立ち、わかりやすい、充実したものとして提供していきます。また、
広く周知できるようウェブサイトにも掲載します。

福祉政策課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

68 66

　事業者が安定して良質なサービスを提供するには、介護人材を安定的に確
保することは重要な課題です。介護職員の定着を高め、介護サービスの質の
向上を図るために、研修等を通じ介護保険事業者及び介護従事者への支援
に努めます。

福祉政策課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

介護サービス事業者ガイ
ドブックの作製・市民等へ
の配布

継続的に実施

介護保険事業者及び介
護従事者への支援

継続的に実施

介護保険地域運営委員
会の開催

継続的に実施

介護相談員派遣事業の
実施

継続的に実施

介護サービス情報の提供 継続的に実施

介
護
サ
ー

ビ
ス
の
質
の
向
上

第
７
節
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69 68

　認知症は、本人が自覚したり、家族が早期に気づいたりしにくいという点か
ら、認知症であっても、早期に医療や介護・福祉サービスにつながらない場合
が多いと考えられます。そのため、早期に診断・治療がなされ、また、適切な支
援が行われることが大切です。
　地域包括支援センター等が実施する各教室で、早期発見・早期治療の重要
性等の知識の普及を図るとともに、身近な地域で早期発見につながるよう、関
係機関との連携に努めます。
　そして、早期に医療につながるよう、地域包括支援センターが医療機関（か
かりつけ医、認知症サポート医、認知症専門医等）と個々のケースを通して連
携に努めます。

介護福祉課
医師との連絡

会議
７回 ７回 ７回 Ｂ ７回 Ａ ８回 A

70 69

　地域包括支援センターや在宅介護支援センターで行う、各教室で認知症に
ついての周知・理解の啓発に努めます。

介護福祉課

介護予防教室
開催件数

介護予防教室
参加者数

５０回
５００人

５５回
５５０人

６０回
６００人

Ａ
８７回

１，８０６人
Ａ

７８回
１，４６２人

A

【ケアマネー
ジャーへの支
援】
介護福祉課

研修会開催数
研修会参加者

数

２８回
９００人

３０回
１，０２２人

３０回
１，０２２人

Ｂ
２１回

１，１６６人
Ｂ

１２回
１，０２９人

B

【介護家族の支
援】
介護福祉課

交流会開催回
数

交流会参加者
数

４回
４０人

８回
８０人

８回
８０人

Ｃ
６回

３６人
Ｂ

１３回
１０７人

A

【認知症サポー
ターの養成】
介護福祉課

養成講座開催
件数

養成講座参加
者数

２０回
５００人

２０回
５００人

２０回
５００人

Ａ
41回

１，２４１人
Ａ

１６回
４８７人

B

72 71

　判断能力が不十分な高齢者は、財産侵害を受けたり、虐待を受けることが
多く見受けられます。
　高齢者の権利擁護を目的とする成年後見制度や市川市社会福祉協議会が
実施する日常生活自立支援事業等の周知や利用促進に向けての支援を充実
します。
　また、「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」
に基づき、高齢者の虐待防止を図るため、市川市虐待防止ネットワーク会議を
通じ、関係機関との連携を図っていきます。

介護福祉課

成年後見制度
相談件数

ＰＲ・啓発活動
の実施回数
（研修会開催

数）

４５０件
４回

４８０件
４回

５００件
４回

Ｂ
７４３件

５回
Ａ

８２０件
３０回

A

73 71

　認知症高齢者が徘徊した時に、ＧＰＳ位置情報端末機により早期に居場所を
発見するサービスの利用料の一部を助成します。

介護福祉課 － 継続的に実施 Ａ 廃止 × 廃止 ×

74 71

　認知症対応型共同生活介護は、認知症の要介護者が、生活支援を受けな
がら共同生活をする施設であるグループホームにおいて、施設内で行われた
介護サービスが介護保険の適用を受けるというものです。市では積極的に事
業者の参入を促進し、基盤の整備に努めます。 福祉政策課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

75 71

　小規模多機能型居宅介護は、平成１８年度から新設されたサービスで、認知
症高齢者を主な対象とし、「通い」（デイサービス）を基本に、必要に応じて随
時、「訪問」（ホームヘルプサービス）や「泊まり」（ショートステイ）を組み合わせ
て、身近な地域で「なじみの」介護職員による多様な介護が受けられるサービ
スです。

福祉政策課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

３回
１７人

認知症対応型共同生活
介護（グループホーム）の
基盤整備

小規模多機能型居宅介
護での認知症ケアの充実

継続的に実施

継続的に実施

　認知症高齢者やその家族を支える地域づくりを目指し、関係機関と連携する
とともに、認知症サポーターや地域の方々とも連携しながら、地域における支
え合いを強化していきます。

認知症の権利擁護【重点
事業】

４４６件
３回

徘徊高齢者等探索サー
ビス

継続的に実施

１８回
１，０６４人

医療との連携【重点事業】

認知症を理解するための
啓発活動【重点事業】

71 69
認知症を支えるための支

援【重点事業】

３４回
１，７６９人

７回

１２６回
３，１２６人

基本目標４　認知症対策の推進

認
知
症
対
策
の
推
進

第
１
節
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76 73

　地域ケア会議は、４か所の地域包括支援センターごとに開催し、支援が必要
な高齢者の多様なニーズに対応するため、保健・医療・福祉サービスを総合的
に調整するものです。また、地域包括支援センターの包括的・継続的ケアマネ
ジメント事業として、ケアマネジャーの日常的な業務の円滑な実施を支援する
ために、ケアマネジャーが抱える支援困難事例の検討、ケアマネジャーの情報
交換、資質向上に向けた研修、行政情報の提供等も行います。

介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

77 73

　地域包括ケアを担う公的サービスの関係機関、介護保険サービス提供事業
者、及び住民主体による支え合い・見守り活動を推進する団体・個人等、地域
ケアシステムなどの組織と連携を強め、高齢者の生活を包括的に支えていく
ネットワークづくりを進めます。 介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

78 75

　地域包括支援センターでは、保健師、社会福祉士、主任ケアマネジャー等の
専門職を配置し、各専門分野における連携・協働により高齢者の在宅生活を
支え、安心した地域生活が提供できるよう、機能強化に努めます。
　また、地域包括支援センターを配置することで、関係機関との連携を密にし、
地域包括ケアを推進していきます。
　地域包括支援センターの運営については、サービス事業者、関係団体、利
用者、被保険者などの代表で構成される「介護保険地域運営委員会」を開催
し、地域包括支援センターの適切、公正かつ中立な運営の確保に関する事項
を審議します。
　また、地域包括支援センターの評価を行い、地域住民の満足度が満たされ、
関係機関や在宅介護支援事業者等の連携が保たれていることを継続的に検
証します。

介護福祉課 相談件数 ３３，１００件 ３３，２００件 ３３，３００件 Ｂ ２２，６１１件 Ｂ ２０，５７５件 B

79 75

　在宅介護支援センターは、地域の身近な相談機関として、訪問を中心とした
活動を行い、支援を必要とする高齢者の早期発見に努めるとともに、地域の
方々と連携しながら、支援や見守りなどの強化に努めます。

介護福祉課 相談件数 ３５，０００件 ３６，０００件 ３７，０００件 Ａ ４３，９７０件 Ａ ５１，８８０件 A

80 76

　市内４か所の地域包括支援センターと、１１の日常生活圏域に設置されてい
る在宅介護支援センターとのネットワークを構築し、困難なケースへの迅速な
対応や地域間調整などを行い、高齢者や介護家族の身近な相談調整機関と
して機能強化を図ります。
　また、支援が必要な高齢者からの相談に対し、円滑かつ迅速な課題解決を
図るため、関係機関、民生委員や地域ケアシステムなどの地域の方々と連携
し、フォーマルサービスとインフォーマルサービスを効果的に組み合わせ、総
合的に提供していくための仕組みづくりを進めます。

介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

81 77

福
祉
コ
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ニ
テ
ィ
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く
り

第
３
節

　地域ケアシステムは、地域住民、行政、在宅介護支援センター、社会福祉協
議会等の関係機関が協働して取り組んでおり、自治会や民生委員・児童委
員、子ども会、高齢者クラブ、シルバー人材センター、障害者団体、ＮＰＯ法
人、ボランティア団体等との連携を図りながら、地域福祉活動を充実・発展さ
せ、福祉コミュニティの充実を図ろうとするものです。
　第２期市川市地域福祉計画では、地区社会福祉協議会のエリアを小域福祉
圏のエリアとしており、市内１４地区の全ての小域福祉圏で地域ケアシステム
に取り組んでいます。
　なお、この事業は、平成１３年度からスタートしており、介護保険の第３期（平
成１８年度）から提唱されている「地域包括ケア」とは異なります。

地域支えあい課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ

ネットワークの構築

地域ケアシステムの推進

地
域
包
括
支
援
セ
ン
タ
ー

・

在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー

の
機
能
強
化

第
２
節

基本目標５　互いに見守り支え合う地域づくりの推進

保
健
・
医
療
・
福
祉
・

介
護
の
連
携

第
１
節

地域ケア会議の充実

関係機関・事業者との連
携・ネットワーク

地域包括支援センターの
機能強化【重点事業】

在宅介護支援センターの
機能強化【重点事業】

継続的に実施

継続的に実施

３２，７０２件

２５，９２３件

継続的に実施

継続的に実施
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82 77

　地域ケア推進連絡会は、地域の問題を地域で解決していくための検討の場
として、さらには福祉コミュニティの充実を進める小域福祉圏の核としての役割
を果たしていくことが期待されています。
　そのためには、固定メンバーの充実を図り、プラットフォーム化を目指して幅
広く地域のＮＰＯ法人やボランティア団体、障害者団体、地元商店街等との連
携を確保し、より多くの地域住民・地域福祉関係者を巻き込みながら、課題解
決へ向けての活動を展開することを目指します。

地域支えあい
課
社会福祉協議
会

－ 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

83 77

　地区推進会議は、基幹福祉圏ごとの地域課題の検討を行うとともに、地域、
コミュニティワーカー、社会福祉協議会、行政の役割分担を踏まえながら、地
域福祉計画の地区別計画の進行管理・検証を年３回程度行うとともに、地区
推進会議において課題解決に向けて出された意見・提案などを社会福祉審議
会へ報告されます。

福祉政策課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

84 78

　地域ケアシステムでは、地区社会福祉協議会の拠点が身近な相談窓口とし
ての機能をはたしていることから、気軽に相談できる雰囲気とともに、迅速か
つ的確な対応ができるよう体制作りに努めます。

地域支えあい課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ

85 78

　地域ケアシステムの推進には、相談員や福祉活動の担い手となる住民の発
掘・育成が不可欠であることから、様々な媒体を活用したＰＲ強化を図り、福祉
人材、特に専門的な知識や技能、能力を有する元気な高齢者の発掘に努め、
地域の活性化につなげていきます。 地域支えあい課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ

86 78

　地域ケアシステムでは、地域のボランティア団体等が自由に出入りできるプ
ラットホームとしての機能を充実させるため、地域住民を巻き込みながら、地
域の様々な福祉活動や人材、施設、情報などの福祉資源のネットワーク化に
努めます。 地域支えあい課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ

87 79

　市では、災害の教訓を生かし、被害を最小限に抑えるため、「災害時要援護
者名簿登録制度」を進めています。
　「災害時要援護者名簿登録制度」とは、災害が発生した時に支援を必要とす
る人が、あらかじめ自分の情報を市へ登録するとともに、登録名簿を地域の
方々と共有し、平常時の防災活動、災害時における安否の確認や避難の誘
導などに活用するものです。
　自治会や民生委員などの、地域の方々や、医療、介護関係者の協力を得な
がら災害時における行政と地域が一体となった支援体制の整備を図っていき
ます。

地域支えあい課
名簿取交し自

治会数
登録者数

１２６団体
６，５００人

１４４団体
６，７００人

１６２団体
６，９００人

Ａ
１２０団体
４，７９７人

Ｂ
127団体

４，４２９人
B

88 79

　市では防災の基礎知識や日頃の備え、災害時要援護者への支援方法や避
難するポイントなどについて、わかりやすく解説した災害時要援護者支援ハン
ドブックを配布しております。
　このハンドブックを活用し、防災意識の向上と地域で助け合う体制づくりの推
進を図っていきます。 地域支えあい課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

地
域
資
源
の
活
用

第
４
節

相談体制の充実

ボランティアの養成・登
録・活用

地域資源のネットワーク

災
害
時
要
援
護
者
の
支
援

第
５
節

災害時要援護者名簿登
録制度（災害時要援護者
支援対策事業）【重点事
業】

災害時要援護者支援ハ
ンドブックの配布

地域ケア推進連絡会

地区推進会議

福
祉
コ
ミ

ュ
ニ
テ
ィ

づ
く
り

第
３
節

継続的に実施

１１８団体
５，３１６人

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施
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89 81
　高齢者の居住に供する優良賃貸住宅への支援をします。

市営住宅課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

90 81
　住宅に困窮している一人暮らしの高齢者に対して、高齢者の特性に配慮した
住宅を提供します。 市営住宅課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

91 81
　高齢者福祉住宅として借り上げた建築主への固定資産税を補助します。

市営住宅課 － 継続的に実施 Ｂ 廃止 × 廃止 ×

92 81
　市内に居住し取り壊し等による転居を求められた高齢者、および心身障害者
が市内に転居した場合、住宅家賃の差額と転居費用を助成します。 市営住宅課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

93 81

　一定の条件を満たした高齢者および障害者の身体状況に対応した住宅改修
に要する費用に対し、助成金を交付します。

介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 A

94 81

　高齢者および重度障害者のための居室等を増改築するための資金が困難
な方で、同居または同居予定の方に貸付します。

社会福祉協議会
（地域支えあい
課）

－ 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

95 82

　住宅改造展示場は、高齢者や体の不自由な方などが、ご本人の状態に合わ
せた住宅の工夫や福祉用具などを選ぶために、福祉用具や住宅改造の実物
を展示し、相談を行います。

介護福祉課 － 継続的に実施 Ｂ 廃止 × 廃止 ×

96 83

　６５歳以上のひとり暮らしの方または高齢者世帯の方で非課税世帯を対象と
して、震災時に家具等の転倒を防止するための器具等の取り付け費用の一部
を補助します。 介護福祉課 補助申請件数 １２０件 １２０件 １２０件 Ａ １４件 Ｄ ４件 D

97 83

　６５歳以上のひとり暮らしまたは高齢者世帯のうち市民税非課税世帯に火災
等の不安に対し、安心して日常生活を過ごすことができるよう、火災予防対策
として、住宅用火災報知器を設置します。 介護福祉課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

98 83

　防犯教室の開催や各自治会への自主防犯物品の供与等によって、市民の
自主防犯意識の高揚を図るとともに、市・市民・各種団体との協働によって犯
罪に強い防犯まちづくりの実現を目指します。 市民安全課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ

99 83

　青色防犯パトロールを実施し、犯罪発生の抑止と防犯意識の向上、体感治
安の向上を図り、安全で安心して暮らせる防犯まちづくりの実現を目指しま
す。

市民安全課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ

100 84
　市民の安全を確保するため、街頭に防犯カメラを設置し、犯罪を未然に防ぎ
ます。 市民安全課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ

101 84

　市民が安心して暮らせるまちづくりのため、自治会等が設置、又は維持管理
する防犯灯の整備促進を図ります。 地域振興課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

102 84

　犯罪から高齢者を守るため、防犯ハンドブックを配布し、広報等を通じて啓発
に努めるとともに、相談活動・見守り活動を通じて犯罪発生の未然防止に努め
ます。

市民安全課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ

103 84

　街頭での啓発活動や高齢者宅の訪問、高齢者クラブでの交通安全教室など
を通じて、交通安全の啓発を図ります。 交通計画課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 B

104 85

　高齢者、障害者などの移動等の円滑化を促進するため、エレベーター等の
未設置の駅については、国と連携し整備を図ります。 交通計画課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 × 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 A

105 85

　市川市交通バリアフリー基本構想に基づき、ＪＲ市川駅、ＪＲ本八幡駅、東京
メトロ行徳駅、東京メトロ南行徳駅の４つの主要駅周辺をバリアフリー化の重
点整備地区として歩道の段差解消や急勾配の改善・整備を行います。 道路建設課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 A

106 85

　市民の日常生活上の安全性、快適性の向上に資することを目的に、あらか
じめ優先して拡幅整備する道路を定め、歩道空間等の確保を図るため、市民
の理解と協力を得て、用地の先行取得を行っていきます。 道路建設課 － 継続的に実施 継続的に実施 継続的に実施 Ｂ 継続的に実施 Ａ 継続的に実施 B

防犯ハンドブックの配布

高齢者交通安全教室の
開催

福
祉
の
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

第
３
節

交通バリアフリーの推進

人にやさしい道づくり重点
地区整備事業（歩行空間
バリアフリー化推進）

道路拡幅整備事業

防
災
・
防
犯
・
交
通
安
全
対
策
等
の
推
進

第
２
節

防犯対策事業（地域との
連携による防犯対策の推
進）

青色防犯パトロール推進
事業

街頭防犯カメラの設置

防犯灯設置事業

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

福祉用具及び住宅改修
モデルの情報提供

継続的に実施

家具転倒防止器具等の
取付費補助（災害時要援
護者支援対策事業）【重
点事業】

９６件

継続的に実施
住宅用火災警報器の設
置

基本目標６　生活環境の整備

住
宅
環
境
の
整
備

第
１
節

高齢者向け優良賃貸住
宅支援

高齢者福祉住宅維持管
理事業

高齢者福祉住宅への経
済支援

民間賃貸住宅家賃助成
事業

住宅改修費の助成

高齢者及び重度障害者
居室等増改築・改造資金
貸付

継続的に実施

継続的に実施

実施なし

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施

継続的に実施
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（単位：人）

事業計画　　A　 実績　　B 計画との差　B-A 前年度実績との差 　　事業計画 A 実績　　B 計画との差　B-A 前年度実績との差 　　事業計画 A 実績　　B 計画との差　B-A 前年度実績との差

総   人   口 　   C 473,824 469,273 -4,551 -3,954 474,351 469,572 -4,779 299 474,766 472,387 -2,379 2,815

 第2号被保険者(40～64歳） 162,691 161,725 -966 36 163,640 162,503 -1,137 778 164,071 163,398 -673 895

85,555 85,334 -221 3,925 89,592 89,355 -237 4,021 93,454 93,344 -110 3,989

　  前期（65～74歳） 49,152 49,026 -126 2,173 51,538 51,335 -203 2,309 54,099 53,875 -224 2,540

　  後期（75歳以上） 36,403 36,308 -95 1,752 38,054 38,020 -34 1,712 39,355 39,469 114 1,449

248,246 247,059 -1,187 3,961 253,232 251,858 -1,374 4,799 257,525 256,742 -783 4,884

18.1% 18.2% 0.1% 1.0% 18.9% 19.0% 0.1% 0.8% 19.7% 19.8% 0.1% 0.7%

（単位：人）

事業計画　　A　 実績　　B 計画との差　B-A 前年度実績との差 事業計画　　A　 実績　　B 計画との差　B-A 前年度実績との差 事業計画　　A　 実績　　B 計画との差　B-A 前年度実績との差

1,366 1,428 62 124 1,424 1,741 317 313 1,477 1,862 385 121

1,356 1,480 124 67 1,285 1,541 256 61 1,195 1,729 534 188

2,418 2,480 62 227 2,588 2,696 108 216 2,752 2,789 37 93

2,895 2,782 -113 245 3,284 2,843 -441 61 3,679 3,124 -555 281

1,909 1,964 55 143 2,001 2,050 49 86 2,082 2,151 69 101

1,642 1,611 -31 69 1,750 1,751 1 140 1,850 1,761 -89 10

1,628 1,613 -15 44 1,693 1,584 -109 -29 1,747 1,538 -209 -46

13,214 13,358 144 919 14,025 14,206 181 848 14,782 14,954 172 748

（単位：％）

事業計画　　A　 実績　　B 計画との差　B-A 前年度実績との差 事業計画　　A　 実績　　B 計画との差　B-A 前年度実績との差 事業計画　　A　 実績　　B 計画との差　B-A 前年度実績との差

1.6 1.6 0.0 0.0 1.6 1.9 0.3 0.3 1.5 2.0 0.5 0.1

1.5 1.7 0.2 0.0 1.4 1.7 0.3 0.0 1.2 1.8 0.6 0.1

2.7 2.8 0.1 0.1 2.8 2.9 0.1 0.1 2.9 2.9 0.0 -0.0

3.3 3.2 -0.1 0.2 3.5 3.1 -0.5 -0.1 3.8 3.2 -0.6 0.1

2.2 2.2 0.0 0.0 2.2 2.2 0.0 0.0 2.2 2.2 0.0 0.0

1.8 1.8 0.0 0.0 1.9 1.9 0.0 0.1 1.9 1.8 -0.1 -0.1

1.8 1.8 0.0 0.0 1.8 1.7 -0.1 -0.1 1.8 1.6 -0.2 -0.1

14.9 15.1 0.2 0.3 15.1 15.4 0.3 0.3 15.3 15.5 0.2 0.1

平成２６年

要  介  護  5

出　現　率     計

※　事業計画：基準日９月末日　　実績：９月末日現在　

平成２５年度 平成２６年度

平成２５年

要  支  援  １

要  支  援  2

要  介  護  2

要  介  護  3

要  介  護  4

要  介  護  5

認  定  者     計

【第1号被保険者に対する要介護認定者の出現率】
平成２４年度

要  支  援  2

要  介  護  1

要  介  護  2

要  介  護  3

要  介  護  4

要  介  護  1

平成２５年度

被
保
険
者

 第1号被保険者　　計D

計

高齢化率　D/C

【要介護認定者数】

平成２４年

要  支  援  １

44

平成２６年度

介護保険事業計画　実績（平成24年度～平成26年度）

【人口・高齢者人口】

平成２４年度

項目 

年度・計画・実績 

要介護度 

年・計画・実績 

要介護度 年度・計画・実績 要介護度 年度・計画・実績 要介護度 年度・計画・実績 要介護度 年度・計画・実績 

年・計画・実績 

要介護度 



介護

介護給付

99.2% 100.5% 99.7% 97.6%

100.0% 106.6% 100.7% 93.8%

80.4% 89.4% 83.3% 70.0%

75.1% 87.1% 76.8% 63.6%

149.8% 134.0% 156.1% 158.3%

107.7% 103.7% 110.1% 109.0%

113.5% 107.8% 106.8% 124.4%

114.0% 110.5% 110.0% 120.6%

124.1% 117.6% 125.7% 128.3%

92.2% 91.4% 92.2% 92.8%

103.7% 103.3% 103.6% 104.1%

70.2% 81.8% 70.1% 62.3%

70.3% 82.7% 70.4% 61.8%

70.4% 78.8% 70.9% 64.2%

67.0% 79.8% 67.9% 57.7%

75.3% 74.4% 73.5% 77.9%

75.0% 75.1% 74.5% 75.4%

96.3% 102.3% 96.0% 91.6%

114.0% 110.4% 114.7% 116.6%

73.4% 93.1% 69.4% 64.0%

85.8% 93.6% 89.1% 76.7%

55.9% 73.6% 54.0% 46.8%

54.9% 74.3% 53.2% 44.4%

83.9% 90.8% 96.2% 71.4%

98.4% 99.6% 99.9% 95.8%

99.0% 97.3% 97.3% 102.3%

52.9% 0.0% 32.9% 90.2%

92.7% 101.1% 92.7% 86.3%

95.8% 98.0% 96.3% 93.3%

95.0% 96.7% 99.9% 89.4%

111.7% 110.8% 111.9% 112.4%

87.0% 95.9% 85.1% 80.2%

【計画と実績の差と要因等】　

平成26年度

①「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」の利用実績について
　平成25年3月に開設した事業所で利用が伸び始め、平成25年
12月には2箇所目の事業所が開設している。利用者の定着には
時間がかかるものと考える。

①「認知症対応型通所介護の利用実績」について
　「認知症」というサービス名に抵抗があることや、「通所介護」より
も利用料が高いことなどから、利用の増加につながっていないと
考える。

②「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」の利用実績について
　　利用者数が増加し、このサービスが定着してきていることが伺
える。

45

2,412 1,935 -477

8,928 10,039 1,111

11,796 10,543 -1,253

87,060 81,265 -5,795

1,080 932 -148

540 487 -53

300 307 7

3,012 2,886 -126

1,463 1,045 -418

20,177 9,436 -10,741

2,657 1,181 -1,476

1,707 1,309 -398

1,764 1,129 -635

42,345 49,388 7,043

9,972 9,134 -838

1,536 1,158 -378

14,124 11,002 -3,122

141,731 90,974 -50,757

16,110 9,293 -6,817

18,317 11,316 -7,001

132,910 82,831 -50,079

428,761 398,104 -30,657

46,930 48,869 1,939

34,313 44,020 9,707

2,528 3,049 521

27,541 34,265 6,724

47,716 75,516 27,800

9,039 9,854 815

6,103 3,882 -2,221

26,946 18,861 -8,085

833,529 813,328 -20,201

45,734 42,902 -2,832

平成24年度

(単位：回・日・人）

事業計画　A 給付実績　B 計画値との差　BーA 率　B/A事業計画　A 給付実績　B 計画値との差　BーA

2,352 2,002 -350

8,760 9,803 1,043

10,560 10,549 -11

80,920 77,943 -2,977

956 886 -70

480 158 -322

300 292 -8

2,784 2,782 -2

1,067 1,026 -41

16,263 8,774 -7,489

2,144 1,141 -1,003

1,538 1,370 -168

1,452 1,007 -445

40,698 46,688 5,990

9,198 8,831 -367

1,536 1,145 -391

14,124 10,386 -3,738

120,123 85,114 -35,009

13,452 9,131 -4,321

15,483 10,900 -4,583

112,487 78,859 -33,628

394,040 363,479 -30,561

43,053 44,604 1,551

31,454 39,529 8,075

2,325 2,557 232

25,381 27,100 1,719

46,003 71,797 25,794

8,558 9,422 864

5,593 4,296 -1,297

25,060 20,873 -4,187

785,158 782,641 -2,517

42,277 42,588 311

率　B/A

平成25年度

【介護保険サービス給付実績】

事業名 事業内容 区分 事業計画　A 給付実績　B 計画値との差　BーA 率　B/A

１　居宅ｻｰﾋﾞｽ

訪問介護
回　　数 736,787 740,162 3,375

人　　数 38,821 41,383 2,562

訪問入浴介護
回　　数 23,174 20,706 -2,468

人　　数 5,082 4,424 -658

75,180 60,440

訪問看護
回　　数 44,289 59,360 15,071

人　　数 8,077 8,375 298

　訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
回　　数 23,220 25,025 1,805

人　　数 2,123 2,345 2226,976 7,951 975

居宅療養管理指導 人　　数 29,015 34,120 5,105

通所介護
回　　数 365,662 334,252 -31,410

人　　数 39,864 41,168 1,304

通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ
回　　数 92,063 75,296 -16,767

人　　数 12,650 10,457 -2,19346,450 32,673 -13,777

短期入所生活介護
日　　数 98,516 77,677 -20,839

人　　数 10,794 8,612 -2,182

短期入所療養介護
日　　数 14,124 10,512 -3,612

人　　数 1,536 1,154 -382

42,372 31,900 -10,472

特定施設入居者生活介護 人　　数 8,394 8,590 196

福祉用具貸与 人　　数 39,051 43,107 4,056122,094

特定福祉用具販売 人　　数 1,140 1,061 -79

２　地域密着型ｻｰﾋﾞｽ

夜間対応型訪問介護　

回　　数 12,350 9,085 -3,265

人　　数 1,369 1,281 -88

認知症対応型通所介護
人　　数 1,630 1,211 -419

　小規模多機能型居宅介護 

6,431

人　　数 729 662 -67

認知症対応型共同生活介護 人　　数 2,544 2,535 -9

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護　 人　　数 300 292 -8

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 人　　数 200 0 -200

３　住宅改修 住宅改修 人　　数 832 841 9

４　居宅介護支援 居宅介護支援 人　　数 74,780 73,248 -1,532

５　施設ｻｰﾋﾞｽ

介護老人福祉施設 人　　数 9,660 9,338 -322

介護老人保健施設 人　　数 8,580 9,503 923

介護療養型医療施設 人　　数 2,316 2,220 -96

各サービスによりばらつきはあるものの、介護給付サービス全体と
して、概ね計画通りの実績である。

①「定期巡回・随時対応型訪問介護看護」利用実績が0であること
について
　平成25年3月1日に当サービス事業所が１箇所開設し、3月中に
利用があったが、3月利用分は24年度中の実績として反映されな
いことによる。

計画期間合計

事業計画　A 給付実績　B 計画値との差　BーA 率　B/A

2,355,474 2,336,131 -19,343

126,832 126,873 41

-14,740

16,778 12,602 -4,176

138,008 206,673 68,665

25,674 27,651 1,977

76,142 86,390 10,248

94,782 117,669 22,887

1,188,463 1,095,835 -92,628

129,847 134,641 4,794

337,460 236,986 -100,474

360,370 253,765 -106,605

40,356 27,036 -13,320

4,608 3,457 -1,151

27,564 26,555 -1,009

139,183 17,089

4,356 3,197 -1,159

4,614 3,960 -654

48,790 27,295 -21,495

3,533 -2,898

3,259 2,733 -526

8,340 8,203 -137

900 891 -9

1,220 645 -575

2,868 2,659 -209

242,760 232,456 -10,304

32,016 30,430 -1,586

26,268 29,345 3,077

7,080 6,157 -923

１ １ 

１ 

２ 



介護

85.2% 92.7% 84.7% 79.5%

83.3% 20.0% 50.0% 157.1%

40.0% 18.8% 35.0% 58.3%

170.5% 132.9% 152.6% 209.9%

86.5% 69.3% 77.1% 105.4%

126.0% 70.8% 113.3% 166.2%

108.9% 74.4% 90.6% 141.7%

101.6% 86.6% 99.6% 115.2%

116.6% 101.1% 115.3% 131.4%

95.9% 95.9% 96.3% 95.7%

82.4% 88.9% 120.5% 52.2%

59.9% 73.3% 82.0% 38.2%

102.8% 8.3% 91.7% 208.3%

30.6% 8.3% 25.0% 58.3%

93.9% 95.7% 92.9% 93.5%

141.2% 108.6% 141.0% 166.8%

103.1% 87.5% 104.4% 115.7%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

19.4% 5.3% 19.5% 31.1%

0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

113.0% 102.0% 123.2% 113.2%

102.2% 99.3% 101.8% 105.0%

【計画と実績の差と要因等】　

　　　

②③「介護予防訪問介護」および「介護予防通所介護」について
　介護予防サービスは、通所サービスを中心に生活機能向上を
図ることが基本的な利用形態であり、介護予防通所介護の利用
が伸びたことにより、介護予防訪問介護の利用が減少したものと
推測できる。

②③「介護予防認知症対応型通所介護」および「介護予防認知
症
　対応型共同生活介護」の利用実績が0であることについてこの
サービスは主に要介護１以上の方が利用しており、24年度は要支
援者の利用がなかったことによる。

各サービスによって利用状況にばらつきがあり、また「介護予防認
知症対応型通所介護」や「介護予防認知症対応型共同生活介
護」などは、主に要介護１以上の方が利用していることなどにより、
利用実績がないサービスもあるが、予防給付サービス全体として
は、概ね計画通りの実績である。
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③「介護予防通所介護」について
　　介護予防サービスは通所サービスを中心に生活機能向上を
図ることが基本的な利用形態であること、および要支援認定者の
増加の影響を受け、「介護予防通所介護」が増加しているものと
考えられる。

平成24年度 平成25年度 平成26年度

19,714 20,696 982

296 335 39

14 0 -14

45 14 -31

16 0 -16

16 0 -16

216 250 34

2,476 4,130 1,654

1,313 1,227 -86

12 7 -5

36 75 39

1,071 559 -512

309 118 -191

2,048 1,959 -89

7,227 9,497 2,270

1,830 2,108 278

151 214 63

1,243 2,066 823

1,532 3,215 1,683

408 430 22

24 14 -10

42 66 24

13,223 10,508 -2,715

事業計画　A 給付実績　B 計画値との差　BーA 率　B/A

18,087 18,417 330

13 0 -13

272 335 63

41 8 -33

10 0 -10

10 0 -10

204 213 9

2,206 3,111 905

1,204 1,118 -86

36 33 -3

12 3 -9

222 182 -40

770 928 158

1,849 1,781 -68

6,766 7,801 1,035

1,640 1,634 -6

965 1,093 128

117 106 -11

336 259 -77

1,265 1,930 665

36 18 -18

20 7 -13

12,203 10,334 -1,869

事業計画　A 給付実績　B 計画値との差　BーA 率　B/A

予防給付

事業名 事業内容 区分 事業計画　A 給付実績　B

計画期間合計

事業計画　A 給付実績　B 計画値との差　BーA 計画値との差　BーA 率　B/A

１　介護予防ｻｰﾋﾞｽ

介護予防訪問介護 人　数 11,184 10,362 -822

介護予防訪問入浴介護
回　数 30 6 -24

人　数 16 3 -13

介護予防訪問看護

人　数

回　数 999 1,328 329

人　数 264 183 -81

3,796

1,450

　介護予防訪問ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ　
回　数 686 486 -200

6,372

82 61 -21

介護予防居宅療養管理指導 人　数

-68

1,256 -194

介護予防通所介護 人　数 6,305

人　数

67

介護予防通所ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ 人　数 1,651 1,583

日　数 469 417 -52

-36

介護予防短期入所療養介護　
日　数 36

介護予防短期入所生活介護　

108 111 3

36

135 99

11

人　数 1,117 1,069 -48

3 -33

人　数 12 1 -11

人　数 1,937 2,103 166

介護予防特定施設入居者生活介護

人　数 192 168 -24612

介護予防福祉用具貸与

回　数 12 0 -12

特定介護予防福祉用具販売

２　地域密着型
　　介護予防ｻｰﾋﾞｽ

介護予防認知症対応型通所介護

12

人　数 12 0

38

-12

介護予防小規模多機能型居宅介護

38 0 -38

2 -36

介護予防認知症対応型共同生活介護 人　数

人　数

0 -12

３　介護予防住宅改修 介護予防住宅改修 人　数 252 257 5

４　介護予防支援 介護予防支援 人　数 16,748 16,62554,549 55,738 1,189

46

率　B/A

36,610 31,204 -5,406

108 90 -18

60 24 -36

2,677

1,008 872 -136

6,473

2,894 3,645 751

350 381 31

4,920 4,998 78

20,298 23,670 3,372

5,548 5,323 -225

2,310 1,904 -406

666 399 -267

-25

3,634 3,414 -220

6,619 9,344 2,725

631 19

38 0 -38

124 24 -100

39 0 -39

820 927 107

２ 

３ 

２ 

３ ３ 



介護保険事業計画　実績（平成24年度～平成26年度）

保険給付費の実績 （単位：円）

事業計画　Ａ 実績　Ｂ 計画値との差　Ｂ-Ａ 率　Ｂ/Ａ 事業計画 実績 事業計画 実績 事業計画 実績

介護給付費 56,917,733,000 58,566,326,673 1,648,593,673 102.9% 17,523,941,000 17,845,939,911 18,890,314,000 18,983,622,168 20,503,478,000 21,736,764,594

予防給付費 2,312,190,000 2,316,079,719 3,889,719 100.2% 709,888,000 682,776,097 766,650,000 766,410,351 835,652,000 866,893,271

特定入所者介護サービス費等給付費 1,818,349,000 1,852,024,657 33,675,657 101.9% 545,417,000 552,895,655 596,107,000 632,186,164 676,825,000 666,942,838

高額介護サービス費等給付費 1,027,817,000 1,067,948,844 40,131,844 103.9% 315,552,000 328,084,897 340,794,000 359,241,416 371,471,000 380,622,531

高額医療合算介護サービス費等給付費 209,757,000 186,708,915 -23,048,085 89.0% 64,397,000 54,004,996 69,550,000 56,361,183 75,810,000 76,342,736

審査支払手数料 65,078,000 62,341,046 -2,736,954 95.8% 19,980,000 20,492,100 21,578,000 21,425,374 23,520,000 20,423,572

保険給付費　　　　計 62,350,924,000 64,051,429,854 1,700,505,854 102.7% 19,179,175,000 19,484,193,656 20,684,993,000 20,819,246,656 22,486,756,000 23,747,989,542

（単位：円）

地域支援事業費の実績

事業計画　Ａ 実績　Ｂ 計画値との差　Ｂ-Ａ 率　Ｂ/Ａ 事業計画 実績 事業計画 実績 事業計画 実績

介護予防事業費 689,530,000 194,680,065 -494,849,935 28.2% 80,082,000 66,476,853 292,007,000 66,969,905 317,441,000 61,233,307

包括的支援事業費 573,264,000 525,197,685 -48,066,315 91.6% 179,586,000 178,753,760 188,624,000 174,159,724 205,054,000 172,284,201

任意事業費 422,618,000 351,477,379 -71,140,621 83.2% 131,945,000 119,571,470 139,271,000 118,393,486 151,402,000 113,512,423

地域支援事業費　　　　計 1,685,412,000 1,071,355,129 -614,056,871 63.6% 391,613,000 364,802,083 619,902,000 359,523,115 673,897,000 347,029,931
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平成26年度平成25年度平成24年度計画期間合計

計画期間合計 平成24年度 平成25年度 平成26年度
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